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雪崩対策を行う上で、雪崩の発生を評価することが可能になれば、より効果的かつ効率的な

対策を実施することができる。しかし、乾雪雪崩に比べて複雑な過程を経て発生する湿雪雪崩

の発生条件の明確な提示は、大きな課題となっている。そこで、湿雪雪崩の発生評価の実現に

向けて、斜面積雪の安定度に着目する方法と積雪の含水率に着目する方法の２つの方法により、

湿雪雪崩の発生条件の基礎的な検討を行った。 
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1.  はじめに 

 
積雪寒冷地の冬期道路交通の安全確保において、雪崩

等の障害となる事象への対応と対策は重要である。北海

道では、本州に比べて融雪に伴う湿雪雪崩の発生割合は

低い。しかし、気候変動の影響により、これまで寒冷な

北海道でも、冬期気温の上昇や融雪開始時期の早まりに

より湿雪雪崩の発生が増える懸念がある1)。 
雪崩対策を行う上で、雪崩の発生を評価することがで

きれば、より効果的かつ効率的な対策を実施することが

できる。湿雪雪崩（写真-1）は、融雪水や降雨の浸透に

より積雪の強度が低下して、斜面積雪が不安定となり発

生2), 3)するが、その発生には積雪の層構造や雪質に起因

する水の浸透過程の違い等による影響を受ける2), 4), 5)。そ

のため、乾雪雪崩に比べて複雑な過程を経て発生する湿

雪雪崩の発生条件の明確な提示については、大きな課題

となっている。 
 

 

写真-1  湿雪雪崩の発生例（北海道開発局 旭川開発建設部） 

本論文では、湿雪雪崩の発生評価の実現に向けて、斜

面積雪の安定度に着目する方法と、積雪の含水率に着目

する方法の２つの方法により、湿雪雪崩の発生条件につ

いて基礎的な検討を行った結果を報告する。 
 
 

2.  方法 

 
(1)   雪崩の発生評価について 
雪崩の発生には、積雪、気象、地形、植生、人為的な

要素など様々な要因が関連するが、基本的には重力の作

用により斜面積雪が下方に落下しようとする力（駆動

力）が、雪を支える力（支持力）を上回るときに雪崩は

発生する（図-1）3)。駆動力は、積雪の重量と斜面勾配

に比例し、湿雪雪崩の発生には、降雨による重量の増加

も寄与する。一方、主な支持力は、積雪を構成する雪粒

同士の結合力や積雪の強度、積雪底面の摩擦抵抗力等で 
 
 

駆動力
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外力（人や動物等）

 
図-1  雪崩発生に関わる駆動力と支持力 
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図-2  湿雪雪崩の発生機構の模式図 
 
 
ある。湿雪雪崩は、融雪水や降雨の積雪への浸透により

積雪強度や積雪底面の摩擦抵抗力（支持力）が低下して

発生すると考えられる（図-2）。 
雪崩の発生評価では、古くから斜面積雪の安定性に基

づく議論が行われており、斜面積雪の安定度SI 6)（詳細

は2.(2)参照）が活用されている。この安定度SI は、主に

乾雪雪崩の発生評価に用いられることが多い7) が、湿雪

雪崩の発生評価に活用した例8), 9) もある。また、乾雪雪

崩より複雑な過程を経て発生する湿雪雪崩の発生評価に

関しては、最近様々な取り組みが行われている。例えば、

気象や積雪水文データを用いた機械学習等の統計モデル

による湿雪雪崩の発生評価手法10), 11) や、湿雪雪崩の活動

度を積雪全体の含水率の閾値によって評価する方法12), 13)

（詳細は2.(3)参照）、積雪モデルによる積雪内部の水分

移動の計算結果を活用する方法12) - 15) がある。 
ここでは、これらの既往研究を参考に、斜面積雪の安

定度に着目する方法（2.(2)参照）と、積雪全体の含水率

に着目する方法（2.(3)参照）の２つの方法により、湿雪

雪崩の発生条件の検討を行った。 
 
 

斜面勾配 y
積雪

垂直応力 Q

駆動力＝せん断応力
Q siny cosy*

支持力＝せん断強度 S

安定度SI = S / Q siny cosy* *せん断応力の

求め方の詳細は、

文献6)を参照。

 
図-3  斜面積雪の安定度SI 

(2)   斜面積雪の安定度に着目する方法 
斜面積雪の安定度SI 6), 7) は、斜面積雪のせん断方向の

応力Q sin  cos （駆動力）と強度 （支持力）の比で表

され（図-3）、SI が小さいほど斜面積雪が不安定であり、

雪崩が発生しやすい状況であることを示す。北海道の国

道で発生した雪崩の既往調査16) によると、SI が2.5以下に

なると雪崩の発生がみられはじめ、SI が2.0以下になる

と発生数が著しく増加する。よって、ここでは、斜面積

雪の安定度SI が2.5以下になると、雪崩発生の可能性が

高まると考える。 
斜面積雪の安定度SI は、式(1)を用いて計算した。 

 

cossinPHg
ΣSI

ws

          (1) 

 
はせん断強度（N/m2）、g は重力加速度（= 9.8 m/s2）、

s
は積雪の全層平均密度（kg/m3）、H は積雪深（m）、

w は水の密度（= 1 kg/m3）、P は降雨量（m）、  は斜

面勾配（° ）である。図-3の垂直応力Q は、式(1)では積

雪と降雨の重量を合算したg (
s

 H + w P)（N/m2）とな

る。降雨がない場合（融雪のみの場合）は、P = 0である。

斜面勾配  は、せん断応力が最も大きくなる45°とした。 
積雪のせん断強度 は、式(2)17) より、積雪の密度

s

と体積含水率 （%）から求めた。 
 

235.0exp1040.9 91.24
sΣ        (2) 

 
このせん断強度  は、新雪やしまり雪に対するものであ

る。積雪の含水率 は、融雪量M（m）と降雨量P（m）

が、積雪全体に均一の分布すると仮定した全層平均値で、

式(3)により計算した。 
 
 

降雨量P
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図-4  積雪の安定度SI の計算における融雪量M、降雨量Pおよ

び積雪の各変数の関係 
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210HPM                     (3) 

 
また、積雪の密度

s
は、積雪深等の荷重環境や温度環

境により変化する18)。ここでは、式(4)から、積雪密度の

全層平均値
s
を求めた。 

 

5.24074.290.105 ss TH          (4) 

 
ここで、

sT は雪温の全層平均値（°C）である。 
以上、式(1)～式(4)を用いて、深さH、雪温

sT の積雪

に融雪量M や降雨量P を加えて、それらにより求まる積

雪の含水率 （式(3)）と積雪密度
s
（式(4)）から、せ

ん断強度 （式(2)）を求め、安定度SI（式(1)）を計算し

た（図-4）。安定度SI の計算にあたり、雪温
sT は0～-

5°Cの範囲、積雪深H は0.5～3.0 mの範囲とした。なお、

積雪内の水分移動や積雪底面からの流出、それに伴う積

雪深の変化は考慮しなかった。 
 
(3)   積雪の含水率に着目する方法 
湿雪雪崩の発生評価では、積雪全体の平均含水率に閾

値を設けて発生評価の参考にしている例がある12), 13)。例

えば、積雪の体積含水率の全層平均値 が3%以上にな

ると、湿雪雪崩の発生数が増加するとの報告がある19)。

また、積雪内部の水分は、体積含水率 が3～8%以上に

なると顕著に移動する状態となる20)。よって、ここでは、

融雪や降雨によって積雪の体積含水率の全層平均値 が

3%以上になると、雪崩発生の可能性が高まると考える。 
積雪の含水率 の計算は、積雪内の水の貯留量の時間

変化に基づいて行った。つまり、図-5に示すように、融

雪量M と降雨量P を水の供給量I（m/h）として積雪表面

から与えて、積雪底面からの流出量R（m/h）の時間変

化を計算し、流出量R と供給量I の差から貯留量S（m）
を求め含水率 を計算した。時刻t における積雪底面か

らの流出量Rt、積雪内の貯留量St、含水率
t
は、それぞ

れ式(5)21)、式(6)、式(7)を用いて計算した。 
 

00
1
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210HS tt
                          (7) 

 
式(6)の I と R は、それぞれ時刻t までの水の供給量I と
底面からの流出量R の累積値（m）である。式(5)のk0 は 

降雨量P

供給量 = M + P

積雪層

It

SIt - SRt

土層

Rt

融雪量M

流出量

→貯留量St
↓

含水率q

積雪深H

 
図-5  積雪の含水率 の計算における水の供給I、貯留S、底面

流出Rの関係 
 
 
貯留係数で、ここでは札幌市定山渓の観測値から導出さ

れた積雪深H（m）との関係式（式(8)）22) から求めた。 
 

2449.88.150 Hk  （H > 0.52 m）     (8) 

 
式(8)より、積雪深H が0.52 m以下の場合は、積雪の貯留

効果がなく供給された水は直ちに積雪底面から流出する。 
以上、式(5)～式(8)を用いて、深さH の積雪の表面に供

給量I（融雪量や降雨量）の水を与え、積雪底面からの

流出量R（式(5)、式(8)）の時間変化を計算して、供給量I 
と流出量R の差から貯留量S（式(6)）を求め、積雪の体

積含水率の全層平均値 （式(7)）を計算した（図-5）。

含水率 の計算にあたり、1時間あたりの水の供給量I は
3～20 mm/hの範囲、積雪深H は0.6～3.0 mの範囲とした。

また、積雪深H は変化せず一定とした。 
 
 

3.  結果と考察 

 
 (1)   斜面積雪の安定度に着目する方法 
図-6は、融雪時において、斜面積雪の安定度SI が2.5と

なるときの融雪量M と積雪深H、雪温
sT の関係である。

図中の各曲線の右側が、安定度SI が2.5以下となり、雪

崩発生の可能性が高いと考えられる範囲である。また、

図-7は、降雨時において、斜面積雪の安定度SI が2.5とな

るときの降雨量P と積雪深H、雪温
sT の関係である。融

雪時（図-6）と比較して、降雨による上載荷重が加わる

ため各曲線は図の左側にシフトし、降雨時は融雪時より

も少ない水の供給量で安定度SI は2.5以下となる。 
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図-6  斜面積雪の安定度SI が2.5となるときの融雪量Mと積雪

深H、雪温の全層平均値
sT の関係 
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図-7  斜面積雪の安定度SI が2.5となるときの降雨量Pと積雪深

H、雪温の全層平均値
sT の関係 

 

 

図-6と図-7より、積雪深H と融雪量M、降雨量P、雪温

sT の観測値を得ることができれば、湿雪雪崩発生の可

能性が高まる状況を判断できると考えられる。ただし、

積雪深H と降雨量P の観測値を得ることは比較的容易だ

が、融雪量M の観測値を得ることは一般的には難しい。

そのため、気象観測値から融雪量を推定する必要があり、

気温や日射等から融雪量を換算できる図や表の提示を検

討する予定である（3.(4)参照）。また、雪温の全層平均

値
sT の観測値を得ることも難しいが、乾雪の状態から 
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図-8  積雪の体積含水率の全層平均値 が3%となるときの水の

供給量の累積値 Iと積雪深H、時間あたりの水の供給量I 
の関係 

 
 
初めて融雪や降雨が生じる場合を想定し、例えば融雪期

前の２月の平均気温を積雪表面の平均的な温度、積雪底

面の温度を0°Cとすると、概略的には２月の平均気温÷2
を雪温

sT とする方法が考えられる。 
なお、斜面積雪の安定度SI を用いた湿雪雪崩の発生評

価の難点は、図-6と図-7のように、融雪時と降雨時で２

つの図に分かれることにある。実際の現象としては、降

雨時でも融雪が生じている。雪崩発生評価における実用

的な観点からは、これらの図を１つに集約することが望

ましいが、これは今後の課題となる。 
 
(2)   積雪の含水率に着目する方法 
図-8は、積雪の体積含水率 が3%になるときの融雪

や降雨に伴う水の供給量の累積値 I と積雪深H、時間あ

たりの供給量I の関係である。図中の各曲線の右側が、

含水率 が3%以上となり湿雪雪崩発生の可能性が高い

と考えられる範囲である。各曲線において、積雪深H が
0.6 m以上にも関わらず示されていないのは、計算の結

果、含水率 が3%以上にならなかったことを意味する。 
図-8より、含水率に着目する方法では、１つの図で雪

崩の発生評価を行うことができ、そのために必要な観測

値は積雪深H と水の供給量I（融雪量M や降雨量P ）であ

り、安定度に着目する方法よりも必要な観測値の数が少

なく簡便である。ただし、融雪量M は、安定度に着目

する方法と同様、気象観測値から推定する必要がある

（3.(4)参照）。 
また、図-8の時間あたりの水の供給量I による関係曲

線の違いに着目すると、供給量I が7 mm/h以上になると、

関係曲線の位置の差が小さくなる傾向にある。時間あた

りの水の供給量I が7 mm/h以上となるのは、主に降雨の 
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図-9  安定度SI に着目する方法(橙色の破線)と含水率 に着目

する方法(青色の実線)による湿雪雪崩の発生条件の比較 
 
 
場合である。よって、今回検討した方法では、7 mm/h以
上の降雨による湿雪雪崩の発生評価を、ある幅を持った

一つの関係曲線で表すことができる可能性が示唆される。 
一方、時間あたりの水の供給量I が5 mm/h以下の場合、

図-8より、供給量I によって関係曲線の位置が大きく変

わる。例えば、同じ積雪深（H = 1.5 m）でも、含水率

が3%になる供給量の累積値 I は、5 mm/hで68 mm、4 
mm/hで81 mm、3 mm/hで168 mmと大きく異なる結果とな

った。この結果は、特に融雪に伴う雪崩発生評価に影響

するためさらなる検証が必要であり、今後、雪崩事例と

の比較検証と、底面流出量の計算式の検証および斜面積

雪への適用性の検討を行う予定である。 
 
(3)   ２つの方法による発生条件の比較 
図-9は、斜面積雪の安定度に着目する方法と積雪の含

水率に着目する方法の計算結果を１つの図で比較した結

果である。横軸の水の供給量は、降雨量P とした。図-9
の各曲線の右側が、湿雪雪崩発生の可能性が高いと考え

られる範囲（安定度SI < 2.5または含水率  > 3%）である。 
図-9より、これらの２つの方法は、着目する湿雪雪崩

の発生に関わる現象や計算における仮定が異なるものの、

積雪深H が2.0 m以下であれば、安定度SI による方法の雪

温
sT が0～-3°Cの範囲と、含水率 による方法の水の供

給量I が4～20 mm/hの範囲は、それぞれに幅があるもの

のほぼ一致している。つまり、図-9において２つの方法

による発生条件が重なる範囲は、湿雪雪崩の発生におい

て重要な意味を持つ可能性がある。なお、融雪により土

砂災害や浸水害が発生するおそれがあるときの融雪注意

報の発表基準は、北海道では降雨量と融雪量の24時間の

合計が50～70 mm以上予想されるとき23)であり、図-9で
は２つの雪崩発生条件が重なる範囲になる。また、図-9
は、一般国道236号天馬街道における湿雪雪崩に対する

自主規制の条件（積雪深が1 m以上かつ連続降雨量が80 
mm以上）24)とも整合していると考えられる。 
ただし、図-9の２つの雪崩発生条件、気象庁の融雪注

意報の発表基準、天馬街道の湿雪雪崩に対する自主規制

条件を比較した結果からは、湿雪雪崩の発生条件が、あ

る一つの線で一義的に決まるのではなく、積雪深や水の

供給等の状況に応じた幅を持った関係で決まることが示

唆される。また、図-9の湿雪雪崩の発生条件の活用には、

積雪内の水分移動や底面流出の計算方法の斜面積雪への

適用性の検討等の課題が残っており、実際の湿雪雪崩事

例との比較検証も必要である。これらの課題については、

今後取り組んでいく予定である。 
 
 
(4)   融雪量の推定について 
本論文の雪崩発生条件の活用には、一般的には観測が

行われていない融雪量を気象観測値等から推定する必要

がある（3.(1)と3.(2)参照）。図-10に、その試みとして、

気温と日射から融雪量を計算する手法21)による例を示す。

日射は季節や時刻、緯度により変化するが、図-10の
「日射あり」の計算結果は、北海道のほぼ中心の北緯43
度30分において2月28日、3月10日および20日の快晴時の

日射量を推定25)して融雪量の日合計値を計算した結果で

ある。図-10より、気温の観測値と日射の有無（例えば、

晴れや曇り等の天候、斜面方位のよる日照条件）に応じ

て、融雪量を推定することができると考えられる。ただ

し、融雪量の推定方法もまだ基礎検討の段階である。 
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図-10 融雪量の日合計値と気温、日射の有無の関係の計算例 
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4.  おわりに 

 
湿雪雪崩の発生評価の実現に向けて、斜面積雪の安定

度と積雪の含水率に着目する２つの方法により、湿雪雪

崩の発生条件の基礎的な検討を行った。その結果、積雪

深と水の供給量（融雪量や降雨量）の関係において、湿

雪雪崩の発生の可能性が高まる条件をそれぞれの方法に

より示すことができた。これら２つの方法による湿雪雪

崩の発生条件を比較すると、積雪深が2.0 m以下で、雪

温が0～-3°C（安定度に着目する方法）、水の供給量が4
～20 mm/h（含水率に着目する方法）の範囲であれば、

両者の発生条件がほぼ一致する結果となった。 
今回検討した湿雪雪崩の発生条件の活用には、まだ多

くの課題がある。主な課題としては、積雪内の水分移動

や底面流出の計算方法の斜面積雪への適用性の検討であ

り、実際の湿雪雪崩事例との比較検証も必要である。こ

れらの課題については、今後取り組んでいく予定である。 
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